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平成２０年度特別支援教育体制整備状況調査結果（公立学校）

， ，文部科学省では 全国の公立学校における特別支援教育体制の整備状況を把握するため

各年９月１日現在で以下の項目について実施状況等を調査しています。

本県における調査結果は以下のとおりです。

（数字は，過年度データと合わせるため全学校数に対する割合％ 各年９月１日現在）:
Ｈ 年度項 目 学 校 種 Ｈ15年度 Ｈ16年度 Ｈ17年度 Ｈ18年度 Ｈ19年度 20
６８．５幼 設置済み ３１．６ ６０．６
設問なし①校内 設置予定 ５．１ １６．０

１００．０委員会 小 設置済み ７６．８ ８２．０ ９０．２ ９８．１ １００．０
設問なしの設置 設置予定 ２．３ ２．４ ３．０ １．２ ０．０

１００．０状況 中 設置済み ７１．１ ８４．４ ８７．９ ９６．２ １００．０
設問なし設置予定 ３．３ ３．７ ４．２ ３．４ ０．０

１００．０高 設置済み １７．６ ６６．６
設問なし設置予定 ２．４ １１．１
９６．６幼 実施済み ５４．１ ８３．０
設問なし実施予定 １２．２ 設問なし
９９．７②実態 小 実施済み ４６．１ ４６．３ ６６．６ ８３．６ ９５．７
設問なし把握の 実施予定 １４．４ １９．４ １８．５ １２．０ 設問なし
９８．９実施状 中 実施済み ４１．４ ４６．７ ５９．６ ７４．７ ９２．９
設問なし況 実施予定 １６．５ ２４．８ ２０．０ ２３．０ 設問なし
６２．０高 実施済み １７．６ ２１．０
設問なし実施予定 ２．４ 設問なし
７１．９指名済み ２７．６ ５２．１
設問なし幼 指名予定 ６．１ ２０．２
４８．３③コ－ ※関係機関等との連絡調整等の実施

１００．０ディネ 指名済み １．０ ３５．７ ５４．０ ９５．８ １００．０
設問なし－タ－ 小 指名予定 ０．０ ５．１ １２．５ ２．９ ０．０
８５．１の指名 ※関係機関等との連絡調整等の実施

１００．０状況等 指名済み ０．７ ４６．３ ６０．８ ９４．０ １００．０
設問なし中 指名予定 ０．０ ６．７ １０．６ ３．４ ０．０
７６．３※関係機関等との連絡調整等の実施
８７．３指名済み ４．７ ６５．４
設問なし高 指名予定 ０．０ ９．９
５０．６※関係機関等との連絡調整等の実施
７．９幼 作成済み ２．０ ７．４
９．０作成予定 ４．１ １１．７

６６．４④個別 小 作成済み ８．２ ８．８ １６．４ ２５．６ ５７．４
５．７の指導 作成予定 ９．２ １８．２ ２７．８ ２２．１ １１．８

６１．８計画作 中 作成済み ５．１ ６．３ ９．８ ２１．１ ４４．０
８．４成状況 作成予定 ６．６ ２０．０ ２９．１ １８．１ １６．９
６．３高 作成済み ０．０ ３．７
５．１作成予定 １．２ ０．０
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Ｈ20年度学 校 種 Ｈ15年度 Ｈ16年度 Ｈ17年度 Ｈ18年度 Ｈ19年度
４．５幼 策定済み １．０ ６．４

１１．２⑤個別 策定予定 ４．１ ６．４
４３．７の教育 小 策定済み ０．０ ０．２ ６．７ １０．５ ３０．７
１４．９支援計 策定予定 ０．０ ９．６ ２８．８ ２６．１ ２２．０
４６．２画策定 中 策定済み ０．０ ２．２ ７．９ １３．２ ２９．３
１２．６状況 策定予定 ０．０ ２３．７ ２６．４ ２０．０ ２３．３
８．９高 策定済み ０．０ ６．２
７．６策定予定 ０．０ ０．０

６４．０幼 活用済み ４８．０ ５７．４
２．２活用予定 ６．１ ６．４

８４．４⑥巡回 小 活用済み １．０ ９．８ ２５．３ ５８．９ ７９．２
４．３相談員 活用予定 ０．０ ０．０ １８．４ １７．５ ７．２

７３．７の活用 中 活用済み ０．７ １１．９ ２２．６ ５０．６ ６７．７
７．３状況 活用予定 ０．７ ０．０ １４．３ １８．５ ２．５

５７．０高 活用済み １０．６ ３０．９
７．６活用予定 １２．９ １４．８

１８．０幼 活用済み ６．１ ９．６
０．０活用予定 ０．０ ２．１

１５．９⑦専門 小 活用済み １．０ ９．８ １２．１ １３．０ ９．５
４．８家チー 活用予定 ０．０ ０．２ ８．１ ４．４ １．９
９．９ムの活 中 活用済み ０．７ １１．９ １５．５ １５．５ ８．３
３．８用状況 活用予定 ０．７ ０．０ １０．６ ６．０ ２．３

１１．４高 活用済み ０．０ ８．６
６．３活用予定 ５．９ ３．７

１３４人幼 受講者数 １３４人 １１４人
（１９人）⑧特別 ※(うち管理職数）
５８８６人支援教 小 受講者数 ４１９０人 ４７３２人
（ ）育に関 ※(うち管理職数） ９２７人
２９４３人する研 中 受講者数 １４６２人 １８５４人
（ ）修の受 ※(うち管理職数） ３５６人
１１３０人講状況 高 受講者数 ４８６人 ５５５人

）※(うち管理職数） (７０人

Ｈ 年度学 校 数 学校種 Ｈ 年 Ｈ 年 Ｈ 年 Ｈ 年度 Ｈ 年度15 16 17 18 19 20
(学校基本 度 度 度

８９園調査によ 幼 稚 園 ９８園 ９４園
５８４校る。休校 小 学 校 ５９６校 ５９４校 ５９３校 ５９３校 ５８７校
２６２校は除く ) 中 学 校 ２７３校 ２７０校 ２６５校 ２６５校 ２６６校。
７９校高等学校 ８５校 ８１校

補 足】【

④ 個別の指導計画の作成状況

当該児童生徒が在籍し， を作成している学校の割合通常の学級において個別の指導計画

小学校： （H19年度 ６０.３％） 中学校： （H19年度 ３０.４％）７１．９％ ４５．３％

⑤ 個別の教育支援計画の策定状況

当該児童生徒が在籍し， を策定している学校の割合通常の学級において個別の教育支援計画

小学校： （H19年度 ３７.９％） 中学校： （H19年度 ２２.４％）４５．２％ ３７．１％
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幼稚園教育要領 ，小学校学習指導要領，中学校学習指導要領
（平成20年3月28日告示） 特別支援教育関連部分抜粋

○ 幼稚園教育要領
第３章 指導計画及び教育課程に係る教育時間終了後等に行う教育活動などの留意事項

第１ 指導計画作成上の留意事項
２ 特に留意する事項
(2) 障害のある幼児の指導に当たっては，集団の中で生活することを通して全体的な

発達を促していくことに配慮し，特別支援学校などの助言又は援助を活用しつつ，
例えば指導についての計画又は家庭や医療，福祉などの業務を行う関係機関と連携
した支援のための計画を個別に作成することなどにより，個々の幼児の障害の状態
などに応じた指導内容や指導方法の工夫を計画的，組織的に行うこと。

(3) 幼児の社会性や豊かな人間性をはぐくむため，地域や幼稚園の実態等により，特
別支援学校などの障害のある幼児との活動を共にする機会を積極的に設けるよう配
慮すること。

○ 小学校学習指導要領
第１章 総則

第４ 指導計画の作成等に当たって配慮すべき事項
２ 以上のほか，次の事項に配慮するものとする。
(7) 障害のある児童などについては，特別支援学校等の助言又は援助を活用しつつ，

例えば指導についての計画又は家庭や医療，福祉等の業務を行う関係機関と連携し
た支援のための計画を個別に作成することなどにより，個々の児童の障害の状態等
に応じた指導内容や指導方法の工夫を計画的，組織的に行うこと。特に，特別支援
学級又は通級による指導については，教師間の連携に努め，効果的な指導を行うこ
と。

(12) 学校がその目的を達成するため，地域や学校の実態等に応じ，家庭や地域の人々
の協力を得るなど家庭や地域社会との連携を深めること。また，小学校間，幼稚園
や保育所，中学校，特別支援学校などとの間の連携や交流を図るとともに，障害の
ある幼児児童生徒との交流及び共同学習や高齢者などとの交流の機会を設けること。

○ 中学校学習指導要領
第１章 総則

第４ 指導計画の作成等に当たって配慮すべき事項
２ 以上のほか，次の事項に配慮するものとする。
(8) 障害のある生徒などについては，特別支援学校等の助言又は援助を活用しつつ，

例えば指導についての計画又は家庭や医療，福祉等の業務を行う関係機関と連携し
た支援のための計画を個別に作成することなどにより，個々の生徒の障害の状態等
に応じた指導内容や指導方法の工夫を計画的，組織的に行うこと。特に，特別支援
学級又は通級による指導については，教師間の連携に努め，効果的な指導を行うこ
と。

(14) 学校がその目的を達成するため，地域や学校の実態等に応じ，家庭や地域の人々
。 ， ，の協力を得るなど家庭や地域社会との連携を深めること また 中学校間や小学校

高等学校，特別支援学校などとの間の連携や交流を図るとともに，障害のある幼児
児童生徒との交流及び共同学習や高齢者などとの交流の機会を設けること。
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高等学校学習指導要領 （平成21年3月9日告示）
特別支援教育関連部分抜粋

第１章 総則
第５款 教育課程の編成・実施に当たって配慮すべき事項
５ 教育課程の実施等に当たって配慮すべき事項

以上のほか，次の事項について配慮するものとする。
(8) 障害のある生徒などについては，各教科・科目等の選択，そ内容の取扱いなど

について必要な配慮を行うとともに，特別支援学校等の助言又は援助を活用しつ
つ，例えば指導についての計画又は家庭や医療，福祉，労働等の業務を行う関係
機関と連携した支援のための計画を個別に作成することなどにより，個々の生徒

， 。の障害の状態等に応じた指導内容や指導方法の工夫を計画的 組織的に行うこと
(14) 学校がその目的を達成するため，地域や学校の実態等に応じ，家庭や地域の人々

の協力を得るなど家庭や地域社会との連携を深めること。また，高等学校間や中
学校，特別支援学校及び大学などとの間の連携や交流を図るとともに，障害のあ
る幼児児童生徒などとの交流及び共同学習や高齢者などとの交流の機会を設ける
こと。

保育所保育指針 （平成20年3月28日告示）
特別支援教育関連部分抜粋

第４章 保育の計画及び評価
１ 保育の計画
(3) 指導計画作成上，特に留意すべき事項上

指導計画の作成に当たっては，第二章（子どもの発達 ，前章（保育の内容）及）
びその他の関連する章に示された事項を踏まえ，特に次の事項に留意しなければな
らない。
ウ 障害のある子どもの保育

(ｧ) 障害のある子どもの保育については，一人一人の子どもの発達過程や障害の
状態を把握し，適切な環境下で，障害のある子どもが他の子どもとの生活を通
して共に成長できるよう，指導計画の中に位置付けること。また，子どもの状
況に応じた保育を実施する観点から，家庭や関係機関と連携した支援のための
計画を個別に作成するなど適切な対応を図ること。

， ，(ｨ) 保育の展開に当たっては その子どもの発達の状況や日々の状態によっては
指導計画にとらわれず，柔軟に保育したり，職員の連携体制の中で個別の関わ
りが十分行われるようにすること。

(ｩ) 家庭との連携を密にし，保護者との相互理解を図りながら，適切に対応する
こと。

(ｪ) 専門機関と連携を図り，必要に応じて助言等を得ること。
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障害者基本計画（教育・育成関連のみ） 平成14年12月24日閣議決定

Ⅲ 分野別施策の基本的方向

4 教育・育成

（1） 基本方針
障害のある子ども一人一人のニーズに応じてきめ細かな支援を行うために，乳幼児

期から学校卒業後まで一貫して計画的に教育や療育を行うとともに，学習障害，注意
欠陥多動性障害，自閉症などについて教育的支援を行うなど，教育・療育に特別ニーズ
ニーズのある子どもについて適切に対応する。

（2） 施策の基本的方向

① 一貫した相談支援体制の整備
障害のある子どもの発達段階に応じて，関係機関が適切な役割分担の下に，一人一

人のニーズに対応して適切な支援を行う計画（個別の支援計画）を策定して効果的な
支援を行う。

乳幼児期における家庭の役割の重要性を踏まえた早期対応，学校卒業後の自立や社
会参加に向けた適切な支援の必要性にかんがみ，これまで進められてきた教育・療育
施策を活用しつつ，障害のある子どもやそれを支える保護者に対する乳幼児期から学
校卒業後までの一貫した効果的な相談支援体制の構築を図る。さらに，思春期の児童
生徒についても，必要な支援を行う。

また，精神疾患について，関係機関が連携して早期発見のための相談支援体制を確
立するとともに，学校等における正しい知識の普及を図る。

② 専門機関の機能の充実と多様化
近年の障害の重度・重複化や多様化の状況を踏まえ，教育・療育機関の機能の充実

を図り，地域や障害のある子どもの多様なニーズにこたえる地域の教育・療育のセン
ターとしての役割を担うための体制整備を図る。

盲・聾・養護学校については，その在籍する児童生徒等への教育や指導に加えて，
地域の保護者等への相談支援や小・中学校等における障害のある児童生徒等への計画
的な教育的支援等を行う，地域の障害のある子どもの教育のセンター的な役割も果た
す学校へ転換を図る。

療育機関については，施設の入所者だけではなく，地域で生活する障害のある子ど
もに関しても有用で専門的な技術を有しており，これらの機関を活用してショートス
テイ，ホームヘルプサービス等のサービスの充実を図る。

③ 指導力の向上と研究の推進
学校外の専門家等の人材の活用，組織として一体的な取組を可能とする支援体制の

構築，関係機関との有機的な連携協力体制の構築等により，一人一人の教員及び療育
にかかわる専門職員の教育・療育，相談等に対する専門性や指導力の向上を図る。
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児童生徒等の障害の重度・重複化，多様化等を踏まえ，そのニーズに応じた教育の
効果的な実施を確保するため，現在，盲・聾・養護学校の学校ごとに特定されている
特殊教育に係る免許制度の改善を図る。

独立行政法人国立特殊教育総合研究所，大学等において，先導的な指導方法の開発
や体制等に関する研究を一層推進するとともに，その成果等を教育現場等に円滑に普
及するための情報提供を推進する。

④ 社会的及び職業的自立の促進
障害のある子どもの社会的・職業的自立を促進するため，教育，福祉，医療，労働

等の幅広い観点から適切な支援を行う個別の支援計画の策定など，障害のある子ども
一人一人のニーズに応じた支援体制を構築する。

また，後期中等教育及び高等教育への就学を支援するため，各学校や地域における
支援の一層の充実を図るとともに，在宅で生活する重症心身障害児（者）に対し，適
切な医学的リハビリテーションや療育を提供し，日常生活動作等にかかわる療育を行
うほか，保護者等の家庭における療育技術の習得を図るための支援を行う。

地域における学校卒業後の学習機会の充実のため，教育・療育機関は，関係機関と
連携して生涯学習を支援する機関としての役割を果たす。

⑤ 施設のバリアフリー化の促進
教育・療育施設において，障害の有無にかかわらず様々な人々が，適切なサービス

を受けられ，また，利用する公共的な施設であるという観点から，施設のバリアフリ
ー化を推進する。

障害のある児童生徒の学習や生活のための適切な環境を整える観点から，施設に加
えて情報機器等学習を支援する機器・設備等の整備を推進する。
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平成１９年１２月２５日 障害者施策推進本部決定から 一部抜粋）新たな「重点施策実施５か年計画 （」

４ 教育・育成

○基本方針

発達障害を含む障害のある子ども一人一人のニーズに応じた一貫した支援を行うために，

各関係機関等の連携によりすべての学校における特別支援教育の体制整備を進めるととも

に，特別支援教育に携わる教員の専門性の向上等により，特別支援教育の更なる充実を推進

する。

また，障害のある社会人等に対しても，ニーズに応じた学習の機会を提供していくことに

より，着実な支援の推進を図る。

① 一貫した相談支援体制の整備

○ 個別の支援計画の策定・活用の推進

教育，福祉，医療，保健，労働関係機関等が緊密な連携の下，一人一人のニーズに応じた

適切な支援を一貫して行うため，学校において，個別の教育支援計画の位置付けの明確化，

その策定・活用の推進を図る。

（数値目標・達成期間）

○個別の教育支援計画策定率

・小・中学校 20％〔18 年〕→50％〔24 年〕

○ 校内委員会の設置や特別支援教育コーディネーターの指名などの支援体制の整備

発達障害を含む障害のある幼児児童生徒への支援のため，幼稚園・小学校・中学校・高等

学校等において校内委員会の設置や特別支援教育コーディネーターの指名などの支援体制を

整備する。特に幼稚園，高等学校を重点的に整備する。

（数値目標・達成期間）

○ 校内委員会の設置

・幼稚園（公立） 32.7％〔18 年〕→70％〔24 年〕

・高等学校（公立） 25.2％〔18 年〕→70％〔24 年〕

○ 特別支援教育コーディネーターの指名

・幼稚園（公立） 29.4％〔18 年〕→70％〔24 年〕

・高等学校（公立） 18.5％〔18 年〕→70％〔24 年〕

② 専門機関の機能の充実と多様化

○ 特別支援学校の小・中学校等に対する支援の推進

幼稚園・小学校・中学校及び高等学校等の教員への支援，障害のある幼児児童生徒への指

導・支援，特別支援教育に関する相談・情報提供，関係機関との連絡・調整等，特別支援学

校の小・中学校等に対する支援を推進する。

③ 指導力の向上と研究の推進

○ 特別支援学校教諭免許保有率の向上

特別支援学校において，教員の特別支援学校教諭免許状の保有率向上を図る。
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（数値目標・達成期間）

○特別支援学校教諭免許保有率向上を中期計画（５年以内）等に位置付ける都道府県の割合

32 都道府県〔18 年〕→全都道府県〔24 年〕

○ 特別支援教育に関する教員研修の促進

特別支援教育に携わるすべての教員の専門性を向上させるため，都道府県の講習や校内研修

の促進を図る。各種指導者養成研修など，都道府県の指導者に対する研修を推進する。

○ 障害に関する外部専門家の学校における活用

発達障害を含む障害のある幼児児童生徒に対し適切な支援を行うため，専門的知識・経験を

有する外部専門家が教員に適切な指導・助言を行えるよう，外部専門家の活用を促進する。

○ 国立特別支援教育総合研究所における教育現場のニーズを踏まえた重点的な研究や研修の実

施，教育情報の提供

独立行政法人国立特別支援教育総合研究所は我が国唯一の特別支援教育のナショナルセンタ

ーであることから，国の喫緊の課題や教育現場のニーズを踏まえ研究や研修を重点的に実施す

るとともに，特に新たな課題となっている発達障害を含めた教育情報の提供を行う。

④ 社会的及び職業的自立の促進

○ 特別支援学校と関係機関等の連携・協力による，現場実習先の開拓・新たな職域の開拓

特別支援学校卒業後の職業的自立を推進するため，特別支援学校・教育委員会，労働関係機

関，企業等の緊密な連携・協力の下，現場実習先の開拓や新たな職域の開拓を図る。

○ 障害者の職業自立に対する理解啓発の促進

障害のある生徒及びその保護者等に対し，障害者の一般雇用や雇用支援策に関する理解の促

進を図る。

○ 特別支援学校高等部と連携した効果的な職業訓練の実施

卒業後の就職先が内定していない就職希望者に対し，より早い段階で職業訓練を活用するこ

とにより職業能力の向上を図り，就労に向けた切れ目のない支援を実施する。

○ 障害学生の支援の充実

ア 独立行政法人日本学生支援機構が行う「障害学生就学支援ネットワーク （全国の大学や関」

係機関がネットワークを作り，障害学生就学支援制度の整備を目指す ）等の事業を推進する。

ことにより，障害のある学生が学びやすい環境をつくる。

イ 「新たな社会的ニーズに対応した学生支援プログラム」において採択されたプログラム（障

害学生支援関係を含む ）について，財政支援を行うとともに，今後，広く社会に情報提供す。

ることで，各大学等における学生支援機能の充実を図る。

ウ 大学入試に関し，障害者の受験機会等を確保する観点から，障害の種類に応じた配慮（試

験時間の延長，点字・拡大文字による出題，介助者の付与等）を行うことを各大学に要請す

る。

○ 放送大学における視聴者のニーズに応じた多様な字幕番組の制作

聴覚障害のある学生等からの要望を受け，希望の多いテレビ番組について字幕を制作し，字

幕付与番組として放送する。

⑤ 施設のバリアフリー化の促進

○ 特別支援教育に係る施設整備計画策定事例の周知

特別支援教育に係る施設の計画的な整備のため，特別支援学校や小・中学校等の具体的な整

備計画の事例を取りまとめ，各都道府県等への周知を図る。
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※ 支援機関が多い場合は，複数ページ使って作成してください。個 別 の 教 育 支 援 計 画 様 式 例

支援内容の評価・次年度への引継幼児児童生徒氏名 学 年 将来に向けての願い・現在の生活の願い

本 人保護 者 氏名 担任氏名

記入 者 氏名
保護者

（ ． ． ） （ ． ． ）修 正 日 H H

支 援 目 標

長期目標
(３年後)

短期目標
(１年後)

支援 機関名： 支援 支援 機関名：家庭
機関 支援者： 機関 支援者： 機関 支援者：

支援 支援 支援
内容 内容 内容

支援 支援
状況 支援 内容

状況

○○○○所属
支援 機関名： 機関 支援 機関名：担当者：
機関 支援者： 機関 支援者：

支援 支援 支援
内容 内容内容

支援支援
状況 状況支援

状況
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